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《調査要領等》

1.

2.

(1) は現状判断
、
は見通し判断

(2)

3.調査対象の範囲及び選定方法

長野県

4. 調査票による郵送またはオンライン調査（自計記入による）

5. 法人企業統計の業種分類による単純集計

目 次

平 成 ２ １ 年 ７ ～ ９ 月 （ 又 は ９ 月 末 ）
平成２１年１０～１２月（又は１２月末）
平 成 ２ ２ 年 １ ～ ３ 月 （ 又 は ３ 月 末 ）

判 断 項 目

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

貴社の景況

概 況

売 上 高

調 査 要 領 等

調査の対象企業などから一定の方法により選定。なお、資本金20億円以上の企業に
ついては全数を選定。

２１年度下期及び通期は見通し（又は計画）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

調 査 時 点

調査の対象期間

計 数 項 目 ２１年度上期は実績見込み、

内に所在する資本金１千万円以上の法人企業（「電気・ガス・水道業」及
び「金融業、保険業」は資本金１億円以上）で法人企業統計（基幹統計）四半期別

調 査 の 方 法

集 計 の 方 法

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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平成２１年８月２５日

経 常 損 益

設 備 投 資

雇 用

企 業 金 融

統 計 表

２１年度における設備投資のスタンス ・・・・・・・・・・・・・・
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≪調査対象企業・回収率≫

47 36 104 82 105 187

46 30 75 70 81 151

ウ ェ イ ト 30.5 19.9 49.7 46.4 53.6 100.0

97.9 83.3 72.1 85.4 77.1 80.7

（注）大 企 業：資本金１０億円以上
　　　中堅企業：資本金１億円以上１０億円未満
　　　中小企業：資本金１千万円以上１億円未満

（参　　考）

≪ＢＳＩ≫について

ＢＳＩ（ビジネス・サーベイ・インデックス）の読み方
（例）「貴社の景況」の場合
　　　　　前期と比べて

「上昇」と回答した企業の構成比・・・40.0％
「不変」と回答した企業の構成比・・・25.0％
「下降」と回答した企業の構成比・・・30.0％
「不明」と回答した企業の構成比・・・ 5.0％

　ＢＳＩ＝（「上昇」と回答した企業の構成比・・・40.0％）
　　　　－（「下降」と回答した企業の構成比・・・30.0％）＝　10.0％ポイント

規 模 別 業 種 別
合 計

大企業 中堅企業 中小企業 製造業

対 象 企 業 数

回 答 企 業 数

回 収 率 （ ％ ）

非製造業

－　２　－



１．　概　況

（１） 貴社の景況……現状判断は引き続き「下降」超となっているものの、「下降」超幅は大幅に縮小

期の「貴社の景況」判断ＢＳＩをみると、引き続き「下降」超となっているものの、
「下降」超幅は大幅に縮小した。
先行きをみると、21年10～12月期、22年1～3月期ともに「下降」超で推移する見通しとなっている。

（２）

21年度上期は、前年同期比▲26.3％の減収見込みとなっている。
21年度下期は、同5.9％の増収見通しとなっている。
21年度通期は、前年比▲11.9％の減収見通しとなっている。

（３） 経常損益（除く「金融業、保険業」、「電気・ガス・水道業」）……21年度上期は赤字転化の見込み、通期は増益見通し
21年度上期は、赤字転化の見込みとなっている。
21年度下期は、黒字転化の見通しとなっている。
21年度通期は、前年比76.3％の増益見通しとなっている。

（４） 設備投資……21年度上期の設備投資計画額は減少見込み、通期は増加見通し
21年度上期の設備投資計画額（除く土地購入額、含むソフトウェア投資額）は、

前年同期比▲6.8％の減少見込みとなっている。

21年度下期は、同6.4％の増加見通しとなっている。
21年度通期は、前年比0.3％の増加見通しとなっている。

（５）
21年9月末時点の従業員数判断ＢＳＩをみると、「過剰気味」超幅が縮小した。
先行きをみると、「過剰気味」超で推移する見通しとなっている。

（６） 企業金融（除く「金融業、保険業」）……金融機関の融資態度の現状判断は、「厳しい」超
21年7～9月 期の金融機関の融資態度判断ＢＳＩをみると、「厳しい」超となっている。
先行きをみると、「厳しい」超で推移する見通しとなっている。

（７） 21年度における設備投資のスタンス
……全規模（全産業）でみると、「維持更新」をあげる企業が多く、ついで「省力化合理化」、
「生産（販売）能力の拡大」をあげる企業が多い。

21年7～9月

売上高（除く「金融業、保険業」、「電気・ガス・水道業」)……21年度上期は減収見込み、通期も減収見通し

雇　　用……従業員数の現状判断は、「過剰気味」超幅が縮小

－　３　－



２．　貴社の景況

21年7～9月
全規模（全産業）でみると、引き続き「下降」超となっているものの、「下降」超幅は大幅に縮小
した。

規模別にみると、大企業、中堅企業は「下降」超から「上昇」超に転じ、中小企業では「下降」
超幅が縮小した。
業種別にみると、製造業は「下降」超から「上昇」超に転じ、非製造業は「下降」超幅が縮小

した。

先行きを全規模（全産業）でみると、21年10～12月期、22年1～3月期ともに「下降」超で推移す
る見通しとなっている。

≪第１表≫　貴社の景況判断ＢＳＩ
（前期比「上昇」－「下降」社数構成比）

（単位：％ポイント）

▲ 32.0 ▲ 3.3(▲ 12.4) ▲ 4.0( 7.2) ▲ 6.7

▲ 22.7 8.7(▲ 11.4) 8.7( 18.2) 2.2

▲ 21.9 23.3(▲ 21.9) ▲ 6.7( 6.3) ▲ 3.3

▲ 41.6▲ 21.6( ▲ 9.1)▲ 10.8( 1.3) ▲ 13.5

▲ 9.6 21.4( ▲ 2.7) 10.0( 19.2) 0.0

▲ 52.5▲ 25.0(▲ 21.3)▲ 16.3( ▲ 3.8) ▲ 12.5

（注）（　）書は前回（ 期）調査時の見通し21年 4～ 6月

期の「貴社の景況」判断ＢＳＩ（前期比「上昇」－「下降」社数構成比）は、

現 状 判 断 見 通 し 見 通 し

21年 4～ 6月 21年 7～ 9月 21年 10～ 12月 22年 1～ 3月

－ 現状判断は引き続き「下降」超となっているものの、「下降」超幅は大幅に縮小 －

中 小 企 業

製 造 業

非 製 造 業

前 回 調 査

全規模（全産業）

大 企 業

中 堅 企 業

－　４　－



（参　考）

（注）

【規模別景況判断ＢＳＩの推移】

見通し

2.3大企業

▲ 3.3中堅企業

▲ 13.5中小企業

（暦年）

【業種別景況判断ＢＳＩの推移】

見通し

0.0製造業

▲ 6.8全産業

▲ 12.8非製造業

（暦年）

（注）グラフの上部にある山・谷は、景気基準日付（内閣府）に基づく景気の山･谷を表す。

１．本調査の前身である財務省景気予測調査においては、「金融業、保険業」が調査対象ではな
かったことから、作成に際しては「金融業、保険業」を除いたベースでの作成とした。

２．調査対象企業の抽出方法、業種分類、大企業の区分の変更を行っていることから、本調査と
　財務省景気予測調査の計数は接続しない。
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３．　売上高（除く「金融業、保険業」、「電気・ガス・水道業」）

21年度上期の売上高は、全規模（全産業）でみると、前年同期比▲26.3％の減収見込みと
なっている。

規模別にみると、大企業、中堅企業、中小企業いずれも減収見込みとなっている。
業種別にみると、製造業は前年同期比▲32.3％、非製造業は同▲1.0％の減収見込みとなって

いる。

21年度通期をみると、製造業は前年比▲15.1％、非製造業は同▲1.1％、全規模（全産業）
では同▲11.9％の減収見通しとなっている。

≪第２表≫　売上高
（前年同期比増減率：％）

▲ 26.3( ▲ 25.5) 5.9( 7.5) ▲ 11.9( ▲ 10.7)

▲ 26.6( ▲ 25.6) 8.5( 9.4) ▲ 10.9( ▲ 10.0)

▲ 27.1( ▲ 27.4) ▲ 7.3( 0.0) ▲ 18.3( ▲ 15.3)

▲ 14.2( ▲ 13.1) ▲ 8.7( ▲ 9.4) ▲ 11.4( ▲ 11.2)

▲ 32.3( ▲ 31.3) 8.6( 11.2) ▲ 15.1( ▲ 13.5)

▲ 1.0( ▲ 0.4) ▲ 1.1( ▲ 2.0) ▲ 1.1( ▲ 1.3)

（注）（　）書は前回（ 期）調査結果

21年度上期

全規模（全産業）

非 製 造 業

－ 21年度上期は減収見込み、通期も減収見通し －

21年度通期21年度下期

21年 4～ 6月

大 企 業

中 堅 企 業

中 小 企 業

製 造 業

－　６　－



４．　経常損益（除く「金融業、保険業」、「電気・ガス・水道業」）

21年度上期 の経常損益は、全規模（全産業）でみると、赤字転化の見込みとなっている。

規模別にみると、中堅企業は大幅な減益見込み、大企業、中小企業は赤字転化の見込みとなって
いる。
業種別にみると、製造業は赤字転化の見込み、非製造業は前年同期比▲50.2％の減益見込み

となっている。

21年度通期をみると、製造業は大幅な増益見通し、非製造業は前年比▲14.7％の減益見通し、
全規模（全産業）では同76.3％の増益見通しとなっている。

≪第３表≫　経常損益
（前年同期比増減率：％）

赤字転化 (赤字転化 ) 黒字転化 (黒字転化 ) 76.3( 78.0)

赤字転化 (赤字転化 ) 黒字転化 (黒字転化 ) 77.2( 76.0)

▲ 75.5(赤字転化 ) 黒字転化 (黒字転化 ) 100.8(黒字転化 )

赤字転化 ( ▲ 88.1) 黒字転化 ( 789.8) ▲ 4.4( 26.6)

赤字転化 (赤字転化 ) 黒字転化 (黒字転化 ) 917.9( 409.4)

▲ 50.2( ▲ 40.5) ▲ 0.3( ▲ 3.8) ▲ 14.7( ▲ 13.5)

（注） （　）書は前回（ 期）調査結果21年 4～ 6月

大 企 業

中 堅 企 業

中 小 企 業

製 造 業

非 製 造 業

 全規模（全産業）

－ 21年度上期は赤字転化の見込み、通期は増益見通し －

21年度通期21年度下期21年度上期

－　７　－



５．　設備投資

－ 21年度上期の設備投資計画額は減少見込み、通期は増加見通し －

21年度上期の設備投資計画額（除く土地購入額、含むソフトウェア投資額）は、全規模（全産業）
でみると、前年同期比▲6.8％の減少見込みとなっている。

規模別にみると、大企業、中堅企業、中小企業いずれも減少見込みとなっている。
業種別にみると、製造業は前年同期比▲10.8％の減少見込み、非製造業は同12.8％の増加見込みと

なっている。

21年度通期をみると、製造業は前年比3.8％の増加見通し、非製造業は同▲10.9％の減少見通し、
全規模（全産業）では同0.3％の増加見通しとなっている。

≪第４表≫　設備投資計画
（前年同期比増減率：％）

▲ 6.8( 9.5) 6.4( ▲ 13.3) 0.3( ▲ 2.8)

▲ 2.9( 12.7) 9.9( ▲ 11.1) 4.0( ▲ 0.2)

▲ 36.1( ▲ 14.7) ▲ 38.1( ▲ 37.1) ▲ 37.2( ▲ 25.9)

▲ 63.1( ▲ 23.4) 52.6( 4.2) 3.1( ▲ 11.2)

▲ 10.8( 6.5) 18.4( ▲ 3.4) 3.8( 1.6)

12.8( 23.1) ▲ 22.5( ▲ 37.6) ▲ 10.9( ▲ 16.8)

（注） （　）書は前回（ 期）調査結果

21年度上期

 全規模（全産業）

非 製 造 業

21年度通期21年度下期

21年 4～ 6月

大 企 業

中 堅 企 業

中 小 企 業

製 造 業

－　８　－



６．　雇　　用

21年9月末
を全規模（全産業）でみると、「過剰気味」超幅が縮小した。

規模別にみると、大企業、中堅企業、中小企業いずれも「過剰気味」超幅が縮小した。

業種別にみると、製造業は「過剰気味」超幅が縮小したものの、非製造業は「過剰気味」超幅
が拡大した。

先行きについては、いずれの規模においても、「過剰気味」超で推移する見通しとなって
いる。

≪第５表≫　従業員数判断ＢＳＩ
（期末判断「不足気味」－「過剰気味」社数構成比）

（単位：％ポイント）

▲ 31.5▲ 25.9(▲ 20.8)▲ 17.0(▲ 10.7) ▲ 10.9

▲ 25.0▲ 15.6(▲ 20.5)▲ 13.3(▲ 11.4) ▲ 4.4

▲ 37.5▲ 34.5(▲ 25.0)▲ 31.0(▲ 12.5) ▲ 17.2

▲ 32.9▲ 28.8(▲ 19.2)▲ 13.7( ▲ 9.6) ▲ 12.3

▲ 43.1▲ 29.0(▲ 31.9)▲ 20.3(▲ 15.3) ▲ 13.0

▲ 20.8▲ 23.1(▲ 10.4)▲ 14.1( ▲ 6.5) ▲ 9.0

（注）（　）書は前回（ 期）調査時の見通し

中 小 企 業

製 造 業

非 製 造 業

前 回 調 査

全規模（全産業）

大 企 業

中 堅 企 業

－ 従業員数の現状判断は、「過剰気味」超幅が縮小 －

21年 4～ 6月

時点の従業員数判断ＢＳＩ（期末判断「不足気味」－「過剰気味」社数構成比）

現 状 判 断 見 通 し 見 通 し

21年 6月 末 21年 9 月 末 21年 12月 末 22年 3月 末

－　９　－



７．　企業金融（除く「金融業、保険業」）

21年7～9月
構成比）を全規模（全産業）でみると、「厳しい」超となっている。

規模別にみると、中小企業は引き続き「緩やか」超となっているものの、大企業は「厳しい」超
に転じ、中堅企業は引き続き「厳しい」超となっている。
業種別にみると、製造業は「厳しい」超に転じ、非製造業は「緩やか」超に転じている。

先行きについては、全規模（全産業）でみると、「厳しい」超で推移する見通しとなっている。

≪第６表≫　金融機関の融資態度判断ＢＳＩ
（前期比「緩やか」－「厳しい」社数構成比）

（単位：％ポイント）

0.0 ▲ 0.8( ▲ 4.5) ▲ 3.8( ▲ 4.5) ▲ 4.6

5.0 ▲ 4.9( 2.5) 4.9( 2.5) 0.0

▲ 10.0 ▲ 8.7( ▲ 3.3)▲ 17.4(▲ 10.0) ▲ 13.0

1.6 4.5( ▲ 9.4) ▲ 4.5( ▲ 6.3) ▲ 4.5

2.9 ▲ 10.9( ▲ 1.4) ▲ 7.8( ▲ 4.3) ▲ 7.8

▲ 3.1 9.0( ▲ 7.7) 0.0( ▲ 4.6) ▲ 1.5

（注）（　）書は前回（ 期）調査時の見通し

中 小 企 業

製 造 業

非 製 造 業

前 回 調 査

全規模（全産業）

大 企 業

中 堅 企 業

－ 金融機関の融資態度の現状判断は、「厳しい」超 －

21年 4～ 6月

期の金融機関の融資態度判断ＢＳＩ（前期比「緩やか」－「厳しい」社数

現 状 判 断 見 通 し 見 通 し

21年 4～ 6月 21年 7～ 9月 21年 10～ 12月 22年 1～ 3月

－　１０　－



８．　２１年度における設備投資のスタンス

21年度における設備投資のスタンスを全規模（全産業）でみると、「維持更新」をあげる
企業が多く、次いで「省力化合理化」、「生産（販売）能力の拡大」をあげる企業が多い。

規模別にみると、大企業では「維持更新」をあげる企業が多く、次いで「省力化合理化」を
あげる企業が多い。
中堅企業では「省力化合理化」、「維持更新」をあげる企業が多く、次いで「生産（販売）

能力の拡大」をあげる企業が多い。
中小企業では「維持更新」をあげる企業が多く、次いで「生産（販売）能力の拡大」をあげ

る企業が多い。

【回答項目(重要度の高い順に1社3項目以内回答）】

（回答社数構成比：％）

　⑤　環境対策

　⑥　海外投資
　⑦　研究開発
　⑧　新事業への進出
　⑨　維持更新
　⑩　その他

　①　生産（販売）能力の拡大
　②　製（商）品・サービスの質的向上
　③　情報化への対応
　④　省力化合理化

製造業

40.0

24.6

13.8

55.4

20.0

3.1

29.2

4.6

63.1

3.1

0 10 20 30 40 50 60 70

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

非製造業

46.1

46.1

23.7

38.2

6.6

1.3

3.9

7.9

51.3

11.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

全産業

43.3

36.2

19.1

46.1

12.8

2.1

15.6

6.4

56.7

7.8

0 10 20 30 40 50 60

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

大企業

36.4

31.8

22.7

50.0

11.4

2.3

36.4

0.0

70.5

2.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

中堅企業

44.8

31.0

24.1

55.2

10.3

3.4

6.9

13.8

55.2

10.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

中小企業

47.1

41.2

14.7

39.7

14.7

1.5

5.9

7.4

48.5

10.3
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①
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１．貴社の景況判断の決定要因

（回答社数構成比：％）

7～9月 10～12月 1～3月 7～9月 10～12月 1～3月 7～9月 10～12月 1～3月

①　国内需要（売上）の動向 92.196.389.596.2100.088.983.388.990.0

②　海外需要（売上）の動向 44.737.036.861.550.066.7 8.3 11.110.0

③　販売価格の動向 34.240.721.138.544.422.225.033.320.0

④　仕入価格の動向　 15.829.626.311.527.833.325.033.320.0

⑤　仕入以外のコストの動向 13.211.115.8 7.7 5.6 0.0 25.022.230.0

⑥　資金繰り・資金調達の動向 23.711.1 5.3 19.2 5.6 0.0 33.322.210.0

⑦　株式・不動産等の資産価格の動向 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑧　為替レートの動向 15.8 7.4 5.3 23.111.111.1 0.0 0.0 0.0

⑨　税制・会計制度等の動向 7.9 0.0 5.3 3.8 0.0 0.0 16.7 0.0 10.0

⑩　その他 10.514.8 0.0 3.8 11.1 0.0 25.022.2 0.0

①　国内需要（売上）の動向 90.781.882.881.863.677.893.890.985.0

②　海外需要（売上）の動向 11.624.217.236.463.644.4 3.1 4.5 5.0

③　販売価格の動向 58.148.562.181.836.444.450.054.570.0

④　仕入価格の動向　 39.524.227.636.427.322.240.622.730.0

⑤　仕入以外のコストの動向 34.924.241.4 0.0 9.1 33.346.931.845.0

⑥　資金繰り・資金調達の動向 30.215.213.836.4 9.1 11.128.118.215.0

⑦　株式・不動産等の資産価格の動向 0.0 6.1 3.4 0.0 9.1 0.0 0.0 4.5 5.0

⑧　為替レートの動向 2.3 9.1 10.3 9.1 27.333.3 0.0 0.0 0.0

⑨　税制・会計制度等の動向 2.3 9.1 3.4 9.1 0.0 0.0 0.0 13.6 5.0

⑩　その他 2.3 9.1 6.9 0.0 0.0 11.1 3.1 13.6 5.0

(注)1.除く「金融業、保険業」

2.複数回答（1社3項目以内）

製造業 非製造業

上

昇

下

降

全産業

（１）



２．国内の景況判断ＢＳＩ

（前期比「上昇」－「下降」社数構成比） （単位：％ポイント）

▲ 40.5 ▲ 1.4(▲ 17.6) ▲ 6.8( 4.6) ▲ 4.1

大 企 業 ▲ 18.2 13.3(▲ 11.4) 11.1( 18.2) 6.7

中堅企業 ▲ 50.0 20.7(▲ 18.8) 3.4( 3.1) 3.4

中小企業 ▲ 49.4 ▲ 19.2(▲ 20.8) ▲ 21.9(▲ 2.6) ▲ 13.7

製 造 業 ▲ 21.9 23.5(▲ 2.7) 7.4( 19.2) 4.4

非製造業 ▲ 57.5 ▲ 22.8(▲ 31.3) ▲ 19.0(▲ 8.8) ▲ 11.4

※　　(　　)書は、前回( 期)調査時の見通し

３．売上高判断ＢＳＩ

（前期比「増加」－「減少」社数構成比） （単位：％ポイント）

▲ 35.8 ▲ 2.1(▲ 8.1) ▲ 2.8( 4.1) ▲ 4.8

大 企 業 ▲ 28.6 14.0(▲ 2.4) 11.6( 16.7) 4.7

中堅企業 ▲ 18.8 27.6( 0.0) 6.9( 0.0) 0.0

中小企業 ▲ 47.3 ▲ 23.3(▲ 14.9) ▲ 15.1(▲ 1.4) ▲ 12.3

製 造 業 ▲ 12.5 24.6( 11.1) 7.2( 18.1) ▲ 4.3

非製造業 ▲ 57.9 ▲ 26.3(▲ 26.3) ▲ 11.8(▲ 9.2) ▲ 5.3

※１　(　　)書は、前回( 期)調査時の見通し
※２　除く「金融業、保険業」 

４．経常利益判断ＢＳＩ

（前期比「改善」－「悪化」社数構成比） （単位：％ポイント）

▲ 25.9 ▲ 0.7(▲ 7.5) ▲ 3.4( 8.2) ▲ 2.8

大 企 業 ▲ 21.4 16.3( 4.8) 14.0( 19.0) 2.3

中堅企業 ▲ 9.4 17.2(▲ 15.6) ▲ 3.4( 6.3) ▲ 6.9

中小企業 ▲ 35.6 ▲ 17.8(▲ 11.0) ▲ 13.7( 2.7) ▲ 4.1

製 造 業 ▲ 9.7 27.5( 6.9) 5.8( 19.4) 2.9

非製造業 ▲ 41.3 ▲ 26.3(▲ 21.3) ▲ 11.8(▲ 2.7) ▲ 7.9

※１　(　　)書は、前回( 期)調査時の見通し
※２　除く「金融業、保険業」 

全 規 模

21年4～6月

21年10～12月 22年1～3月
前回調査 現状判断 見通し 見通し

見通し
22年1～3月

全 規 模

21年4～6月

前回調査 現状判断 見通し
21年4～6月 21年7～9月 21年10～12月

21年4～6月 21年7～9月 21年10～12月 22年1～3月
前回調査 現状判断 見通し 見通し

全 規 模

21年4～6月

21年4～6月 21年7～9月

（２）



５．国内需要判断ＢＳＩ

（前期比「増加」－「減少」社数構成比） （単位：％ポイント）

▲ 38.6 ▲ 4.9(▲ 16.6) ▲ 7.0( 4.8) ▲ 7.0

大 企 業 ▲ 21.4 11.6(▲ 9.5) 11.6( 16.7) 0.0

中堅企業 ▲ 28.1 14.3(▲ 15.6) ▲ 3.6( 6.3) 0.0

中小企業 ▲ 53.5 ▲ 22.5(▲ 21.1) ▲ 19.7(▲ 2.8) ▲ 14.1

製 造 業 ▲ 16.7 13.0( 4.2) 4.3( 15.3) ▲ 1.4

非製造業 ▲ 60.3 ▲ 21.9(▲ 37.0) ▲ 17.8(▲ 5.5) ▲ 12.3

※１　(　　)書は、前回( 期)調査時の見通し
※２　除く「金融業、保険業」 

６．海外需要判断ＢＳＩ

（前期比「増加」－「減少」社数構成比） （単位：％ポイント）

▲ 6.3 15.1( 2.5) 6.8( 7.5) 4.1

大 企 業 0.0 29.6( 14.3) 18.5( 14.3) 11.1

中堅企業 ▲ 5.0 37.5( 0.0) 18.8(▲ 5.0) 12.5

中小企業 ▲ 12.5 ▲ 10.0(▲ 6.3) ▲ 10.0( 9.4) ▲ 6.7

製 造 業 0.0 23.9( 9.3) 8.7( 9.3) 6.5

非製造業 ▲ 19.2 0.0(▲ 11.5) 3.7( 3.8) 0.0

※１　(　　)書は、前回( 期)調査時の見通し
※２　除く「金融業、保険業」 

７．販売価格判断ＢＳＩ

（前期比「上昇」－「下降」社数構成比） （単位：％ポイント）

▲ 25.7 ▲ 20.9(▲ 20.7) ▲ 15.7(▲ 10.7) ▲ 15.7

大 企 業 ▲ 24.4 ▲ 11.9(▲ 17.1) ▲ 2.4(▲ 4.9) ▲ 9.5

中堅企業 ▲ 18.8 ▲ 7.4(▲ 15.6) ▲ 11.1(▲ 3.1) ▲ 7.4

中小企業 ▲ 29.9 ▲ 32.3(▲ 25.4) ▲ 26.2(▲ 17.9) ▲ 23.1

製 造 業 ▲ 22.9 ▲ 16.2(▲ 20.0) ▲ 14.7(▲ 7.1) ▲ 13.2

非製造業 ▲ 28.6 ▲ 25.8(▲ 21.4) ▲ 16.7(▲ 14.3) ▲ 18.2

※１　(　　)書は、前回( 期)調査時の見通し
※２　除く「金融業、保険業」 

全 規 模

21年4～6月

21年4～6月 21年7～9月

前回調査 現状判断 見通し 見通し
21年4～6月 21年7～9月 21年10～12月 22年1～3月

見通し
22年1～3月

全 規 模

21年4～6月

前回調査 現状判断 見通し
21年4～6月 21年7～9月 21年10～12月

全 規 模

21年4～6月

21年10～12月 22年1～3月
前回調査 現状判断 見通し 見通し

（３）



８．仕入価格判断ＢＳＩ

（前期比「上昇」－「下降」社数構成比） （単位：％ポイント）

▲ 8.0 6.0(▲ 1.5) 0.8( 2.9) ▲ 3.8

大 企 業 ▲ 27.5 4.9(▲ 15.0) 2.4(▲ 2.5) 0.0

中堅企業 6.5 0.0( 0.0) ▲ 3.8(▲ 3.2) ▲ 3.8

中小企業 ▲ 3.0 9.1( 6.1) 1.5( 9.1) ▲ 6.1

製 造 業 ▲ 17.1 2.9(▲ 4.3) ▲ 1.5( 1.4) ▲ 5.9

非製造業 1.5 9.2( 1.5) 3.1( 4.5) ▲ 1.5

※１　(　　)書は、前回( 期)調査時の見通し
※２　除く「金融業、保険業」 

９．製（商）品在庫判断ＢＳＩ

（期末判断「不足」－「過大」社数構成比） （単位：％ポイント）

▲ 24.2 ▲ 13.5(▲ 13.3) ▲ 3.2(▲ 7.0) ▲ 4.0

大 企 業 ▲ 26.3 ▲ 17.1(▲ 15.8) ▲ 2.4(▲ 2.6) ▲ 2.4

中堅企業 ▲ 42.9 ▲ 41.7(▲ 32.1) ▲ 20.8(▲ 17.9) ▲ 20.8

中小企業 ▲ 14.5 ▲ 6.8(▲ 3.2) ▲ 1.7(▲ 4.8) ▲ 1.7

製 造 業 ▲ 36.2 ▲ 21.2(▲ 15.9) ▲ 6.1(▲ 10.1) ▲ 7.6

非製造業 ▲ 10.2 ▲ 5.0(▲ 10.2) 0.0(▲ 3.4) 0.0

※１　(　　)書は、前回( 期)調査時の見通し
※２　除く「金融業、保険業」 

10．原材料在庫判断ＢＳＩ

（期末判断「不足」－「過大」社数構成比） （単位：％ポイント）

▲ 18.5 ▲ 12.5(▲ 8.9) ▲ 5.8(▲ 7.3) ▲ 3.3

大 企 業 ▲ 15.4 ▲ 10.0(▲ 10.3) ▲ 5.0(▲ 5.1) 0.0

中堅企業 ▲ 42.3 ▲ 33.3(▲ 15.4) ▲ 19.0(▲ 15.4) ▲ 14.3

中小企業 ▲ 10.2 ▲ 6.8(▲ 5.1) ▲ 1.7(▲ 5.1) ▲ 1.7

製 造 業 ▲ 22.9 ▲ 22.1(▲ 10.0) ▲ 11.8(▲ 8.6) ▲ 7.4

非製造業 ▲ 13.0 0.0(▲ 7.4) 1.9(▲ 5.6) 1.9

※１　(　　)書は、前回( 期)調査時の見通し
※２　除く「金融業、保険業」 

全 規 模

21年4～6月

21年12月末 22年3月末
前回調査 現状判断 見通し 見通し

見通し
22年1～3月

全 規 模

21年4～6月

前回調査 現状判断 見通し
21年4～6月 21年7～9月 21年10～12月

21年6月末 21年9月末 21年12月末 22年3月末
前回調査 現状判断 見通し 見通し

全 規 模

21年4～6月

21年6月末 21年9月末

（４）



11．資金繰り判断ＢＳＩ

（前期比「改善」－「悪化」社数構成比） （単位：％ポイント）

▲ 22.4 ▲ 2.8(▲ 9.5) ▲ 5.6(▲ 4.1) ▲ 4.9

大 企 業 ▲ 2.4 7.0(▲ 14.3) 7.0(▲ 2.4) 0.0

中堅企業 ▲ 25.0 ▲ 10.7( 6.3) ▲ 10.7( 9.4) ▲ 14.3

中小企業 ▲ 32.9 ▲ 5.6(▲ 13.7) ▲ 11.1(▲ 11.0) ▲ 4.2

製 造 業 ▲ 27.8 4.3( 0.0) 1.4( 8.3) ▲ 4.3

非製造業 ▲ 17.3 ▲ 9.5(▲ 18.7) ▲ 12.2(▲ 16.0) ▲ 5.4

※１　(　　)書は、前回( 期)調査時の見通し
※２　除く「金融業、保険業」 

12．設備判断ＢＳＩ

（期末判断「不足」－「過大」社数構成比） （単位：％ポイント）

▲ 16.2 ▲ 12.4(▲ 14.1) ▲ 10.9(▲ 7.7) ▲ 9.5

大 企 業 ▲ 20.5 ▲ 22.2(▲ 20.5) ▲ 20.0(▲ 13.6) ▲ 11.1

中堅企業 ▲ 16.1 ▲ 26.9(▲ 9.7) ▲ 23.1(▲ 6.5) ▲ 23.1

中小企業 ▲ 13.4 0.0(▲ 11.9) 0.0(▲ 4.5) ▲ 3.0

製 造 業 ▲ 31.9 ▲ 24.6(▲ 26.4) ▲ 20.3(▲ 15.3) ▲ 18.8

非製造業 0.0 0.0(▲ 1.4) ▲ 1.5( 0.0) 0.0

※　　(　　)書は、前回( 期)調査時の見通し

13．臨時・パート判断ＢＳＩ

（前期比「増加」－「減少」社数構成比） （単位：％ポイント）

▲ 14.9 ▲ 8.7(▲ 10.9) ▲ 6.8( 0.0) ▲ 7.8

大 企 業 ▲ 17.6 ▲ 2.9(▲ 11.8) 0.0(▲ 5.9) ▲ 2.9

中堅企業 ▲ 30.8 ▲ 8.7(▲ 23.1) ▲ 8.7(▲ 7.7) ▲ 8.7

中小企業 ▲ 2.4 ▲ 13.0(▲ 2.4) ▲ 10.9( 9.8) ▲ 10.9

製 造 業 ▲ 20.0 ▲ 13.0(▲ 8.9) ▲ 6.5(▲ 2.2) ▲ 8.7

非製造業 ▲ 10.7 ▲ 5.3(▲ 12.5) ▲ 7.0( 1.8) ▲ 7.0

※　　(　　)書は、前回( 期)調査時の見通し

全 規 模

21年4～6月

21年4～6月 21年7～9月

前回調査 現状判断 見通し 見通し
21年6月末 21年9月末 21年12月末 22年3月末

見通し
22年1～3月

全 規 模

21年4～6月

前回調査 現状判断 見通し
21年4～6月 21年7～9月 21年10～12月

全 規 模

21年4～6月

21年10～12月 22年1～3月
前回調査 現状判断 見通し 見通し

（５）


